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Ⅰ 総則 

 

上峰町（以下「本町」という。）は、平成 31 年 3月に策定・公表した「平成 30 年度佐賀

県上峰町公民連携基本計画」を基に、令和 2年 4月に上峰町中心市街地活性化事業（以下、

「本活性化事業」という。）に関する実施方針を公表し、その後、令和 2 年 6 月 10 日に民

間事業パートナーの募集を行い、7月 31 日に締め切った。 

その募集の結果、相当数の参加表明書の提出があり、現在、ＬＡＢＶ方式による合同会

社の設立に向けた取組を進めているところである。 

そこで本町は、本活性化事業を更なる充実した体制にて事業推進を図る目的から、ＬＡ

ＢＶ方式によって設立される合同会社の技術面や運営面等での支援を行う共同事業パート

ナーの募集を行うこととし、本募集要項（以下、「本要項」という。）を公表する。 

なお、本活性化事業の事業概要等は、先に公表した民間事業パートナー募集要項に記載

するものと同様とし、既に参加表明がなされた民間事業パートナーの企画提案を基に具体

的な事業を合同会社にて検討するものとする。 

共同事業パートナーは登録制とし、合同会社が行う事業計画や進捗状況などの情報を守

秘義務を課した上で共有できるものとする。共同事業パートナーが有する技術力や企画力、

さらにはノウハウ等を合同会社が必要とした場合には、優先的に活用を検討するものとす

る。 

また、登録された共同事業パートナーは、合同会社が定める条件に適合し、合同会社の

合意を得た上で、民間事業パートナーに加わることも可能とする。この場合の出資条件は、

巻末に記載する「Ⅵ．法人設立（共同事業パートナーから民間事業パートナーに転換する

際の参考）⑴設立要件」と同様とする。 

 

【別添資料１】開発事業水準一覧 

本町が本活性化事業の遂行のみを目的とした合同会社に要求する性能・機能を一定の

開発水準として示すもので、合同会社は設立後、この開発事業水準一覧を基に自ら整備

計画を作成する。 

【別添資料２】上峰町が目指すＬＡＢＶ方式の事業スキーム図及び共同事業パートナーの

事業スキーム図 

【別   紙】ＬＡＢＶ方式に関する共同事業パートナー募集要項に関わる様式集 

登録表明書等の作成に使用する様式を示すもの。 

・様式１ 募集要項等に関する個別質問申込書 

・様式２ 登録表明書 

・様式３ 登録資格確認申請書 

・様式４ 応募者の希望する業務表明書 

・様式５ 使用印鑑届 

・様式６ 応募者の納税に関する書類 

・様式７ 技術提案書提出届 

・様式８ 辞退届 
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Ⅱ 募集内容に関する基本事項 

１．募集概要 

(1) ＬＡＢＶ方式により設立する合同会社が想定する開発事業 

合同会社は、本町が求める社会資本整備と自らが独立採算により実施する収益施

設等の開発を行うものとする。さらに、土地や建物等の不動産を活用した賃貸借やリ

ースなどの事業を実施し、後述する開発の目的を達成するものとする。 

公共施設 

・運動施設（体育館・武道館・プールなど） 

・子育て支援施設 

・健康増進施設 

・学習室 

・展示室（ミュージアム・ギャラリー） 

・スタジオ 

・メディアテーク 

・地域振興施設（農産物直売所・加工施設・飲食施設など） 

・道の駅（駐車場・トイレ・情報発信施設） 

・定住促進を図る住宅施設（公営住宅法に基づかない町営住宅） 

民間施設 

本町のまちなかとしての立地と自動車交通による郊外型の集客可

能性の両特性を活かした「にぎわい創出」を図るための施設の設

置を期待する。施設内容は事業者の自由提案とするが、本町の事

業意図に沿った施設を提案すること。 

＜本町が期待する施設＞ 

・地域のシンボルとなり、本町内に加えて本町周辺エリアから集

客し中心市街地の活性化に寄与する複合的機能を備えた施設 

・スポーツを核として、健康な地域コミュニティの醸成に寄与す

る機能（スポーツ&ウェルネス機能） 

・商業施設 

その他共用施

設等 

＜本町が期待する機能＞ 

・芝生広場を備え、多世代の憩いの場となるような公園的な空間

の導入 

・本町周辺エリアからも集客できるための駐車場・駐輪場の導入 

 

(2) 開発予定地の概要 

所在地 佐賀県三養基郡上峰町大字坊所 1551 番地 1 他 

敷地面積 63,700 ㎡ 

用途地域 区域区分：未線引き 

 

(3) 開発地の管理者 
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上峰町長  武廣 勇平 

 

なお、開発地は本町と民間事業パートナーにて新たに設立する合同会社への出

資を予定しているため、合同会社設立後の管理者は合同会社となる。 

 

(4) 本活性化事業の目的 

本活性化事業は、本町の中心市街地の活性化を図るため、ＬＡＢＶ方式の特性

を活かし、官民の連携により開発することを目的としている。この開発は、新し

い時代のニーズに合致した公共施設群と民間施設が融合した複合施設等の新たな

空間を創り出すことによって、町民の健康増進とスポーツの振興を図り、また本

町内及び本町周辺エリアからの滞在人口や交流人口を増やし、魅力的な「地域の

シンボルとなる空間」を演出する。さらに、町民の生活の質の向上とシビックプ

ライドの醸成を目指す。 

ＬＡＢＶ方式により、これらの目的を達成するために新たに設立された合同会

社は、本町を含む広い視点でのエリアマネジメントの実行と複合的な機能を兼ね

備えた持続可能かつ魅力的な空間形成の実現を図るものとする。 

 

(5) 事業方式 

本開発事業は、ＬＡＢＶ方式を採用し、本町と民間事業パートナーは合同会社

の設立を予定し、共同事業パートナーは合同会社に対して企画や技術等を提供す

るため、合同会社から業務等の受託を受けられるものとし登録制とする。 

なお、ＬＡＢＶ方式とは、官民連携手法の一種であり、官民が連携して合同会

社を設立し、不動産開発等を行う手法のことである。 

本活性化事業においては、本町が公的不動産を現物出資し、民間事業パートナ

ーが不動産価格に相当する資金を現金出資することで合同会社を設立する。その

後、出資された不動産を活用し、【別添資料１】開発事業水準一覧に則って、合同

会社が自らプロジェクトを立ち上げ、開発・維持管理運営を行っていくものであ

る。 

 

 

Ⅲ 共同事業パートナーの募集に関する事項 

１．共同事業パートナーの登録要件 

共同事業パートナーは、本町と民間事業パートナーが設立する合同会社が実施

する開発事業に関して、本活性化事業の目的を達成、維持するために合同会社が

求める技術力や企画力、さらにはノウハウ等を継続的に提供できる者とする。 

1) 共同事業パートナーは、法人及び個人事業主（個人も可）とする。 

2) 共同事業パートナーは、合同会社からの受託を受けられるものとする。 

3) 共同事業パートナーに応募する場合は、本活性化事業に関して「Ⅲ ３．共

同事業パートナーに求める業務分野」に記載する業務について応募者が有す

る技術等を技術提案書に具体的に記載し、登録表明書と合わせて提出する。 
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２．共同事業パートナーの登録資格要件 

共同事業パートナーは、次のいずれにも該当しない者とする。 

1) 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当する者。 

2) 佐賀県又は本町による指名停止措置を受けている者。 

3) 登録表明書を提出する時点において、法人にあっては、直近１年間の法人税、

法人事業税若しくは法人住民税（都道府県及び市区町村）又は消費税若しく

は地方消費税のいずれかを滞納している者、個人事業主にあっては、所得税、

住民税、事業税又は消費税（適用される個人事業主に限る。）のいずれかを滞

納している者 

4) 役員のうち、次のいずれかに該当する者がある法人（個人事業主の場合にあ

っては、事業主が次のいずれかに該当するとき） 

①成年後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われて

いる者。 

②破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様

に取り扱われている者。 

③禁固以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を

経過しない者。 

④上峰町暴力団排除条例（平成 24 年 3 月 21 日条例第 6 号）第２条第２号に規

定する暴力団員及び暴力団員等（上峰町暴力団排除条例第２条第３号に規定

する暴力団員等をいう。）。 

⑤営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が

上記のいずれかに該当する者。 

5) 次のいずれかに該当する破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない法人又

は外国の法令上これと同様に取り扱われている法人（個人事業主の場合にあ

っては、破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない事業主） 

①旧会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）第 30 条第１項若しくは第２項又は

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項若しくは第２項の規定

に基づき更生手続き開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。

ただし、国土交通省の入札参加資格認定を受けている者を除く。 

②民事再生法（平成 12 年法律第 255 号）第 21 条第１項又は第２項の規定に基

づき再生手続き開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。た

だし、国土交通省の入札参加資格認定を受けている者を除く。 

③会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）

第 64 条による改正前の商法（明治 32年法律第 48 号）第 381 条第１項の規定

による会社整理の開始の申立て又は同条第２項の規定による通告がなされて

いる者。 

④旧破産法（大正 11 年法律第 71 号）又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）に

基づき破産の申立て、又は旧和議法（大正 11 年法律第 72 号）に基づき和議
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開始の申立てがなされている者。 

 

３．共同事業パートナーに求める業務分野 

共同事業パートナーの応募を求める業務分野は、下記に示す業務とする。なお、複数

の業務に応募することを可能とする。 

 

1) 建設に関する業務 

2) 合同会社の会計及び税務に関する業務 

3) 合同会社の労務管理に関する業務 

4) 開発（設計業務を含む。）に関する業務 

5) 施設の維持管理（点検・修繕を含む。）に関する業務 

6) 施設の運営（民間の独立採算施設を含む。）に関する業務 

7) ファイナンスに関する業務 

8) 広報、広告、メディアプランニングに関する業務 

9) その他の業務 

 

４．登録表明の際の留意点 

1) 応募者は、登録表明に伴う費用をすべて負担すること。 

2) 技術提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法

令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材

料、施工方法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、原則として応募

者が負うものとする。さらに、これによって本町又は合同会社が損失又は損

害を被った場合は、当該応募者は、本町又は合同会社に対して当該損失及び

損害を補償及び賠償しなければならない。 

3) 共同事業パートナーの登録は、次のいずれかに該当する場合に無効とする。 

① 技術提案に虚偽の内容が含まれている場合 

② 登録資格要件を満たさない応募者が行った場合 

③ その他、応募に関する条件に違反した場合 

4) 応募者は、登録表明書及び技術提案書提出時に本町と面談を行うこと。 

 

Ⅳ 共同事業パートナーの選考に関する事項 

１．共同事業パートナーの選考方法 

1) 共同事業パートナーの選考方式 

共同事業パートナーの選考は、応募者からの登録表明書及び技術提案書等を

基に、本町による書類審査及び面談により決定するものとする。 

2) 共同事業パートナーの公表 

本町は、共同事業パートナーを選定した際には、本町のホームページにより

公表するとともに、個別に応募者へ通知する。 
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Ⅴ 応募に関する手続き 

１．共同事業パートナー募集に関する個別質問 

受付期間 令和 2年 10 月 30 日(金)～令和 2年 12 月 18 日(金)まで 

受付方法 
募集要項等に関する個別質問申込書（様式１）に記入の上、原則、電子

メールで本町の担当窓口へ提出するものとする。 

個別質問に対す

る回答方法 

個別質問に対する回答は随時、質問者へ個別に回答するものとする。た

だし、本町が共通事項として応募者に対して公平に周知すべきと判断

した内容については、公開することができるものとする。 

なお、個別質問の提出については制限を設けない。 

 

２．登録表明書等の提出 

提出方法・受付

場所 

応募者は、下記に示す提出書類を作成して、原則、持参により本町の担

当窓口へ各１部を提出する。 

なお、登録表明書等を提出する際に面談を行いますので、事前に連絡を

してください。 

提出書類 
①登録表明書（様式２） 

②登録資格確認申請書（様式３）※添付資料含む 

提出期間 
令和 2年 10 月 30 日（金）～令和 2年 12 月 25 日（金） 

9 時から 17 時  土日祝祭日を除く。 

 

３．応募者との面談 

面談内容 

本町は、本活性化事業の登録表明書提出時に、登録表明者と技術提案書

等の内容について面談を実施するものとする。 

・応募書類について 

・登録を希望する業務について、応募者が持つ技術や実績等 

・その他 

 

４．技術提案書について 

内容 

技術提案書については、登録を希望する業務について応募者が持つ

技術や実績を記載するものとする。なお、応募者が作成したパンプ

レットなど客観的にみてわかる資料でも可とする。 

 

５．登録資格確認通知書の発送 

登録資格審査の結果については、随時登録表明者に書面にて発送するものとする。な

お、登録資格が認められないと判断した場合は、その理由を明記の上、通知する。 
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６．登録の辞退 

登録された応募者が登録を辞退する場合は、辞退届（様式８）を書面で、本町の担当窓

口へ提出すること。 

 

７．事業全体スケジュール 

項目 日程 

１）共同事業パートナーの募集要項の公表 令和 2年 10 月 30 日 

２）共同事業パートナーの登録表明書の提出締切 令和 2年 12 月 25 日 

３）共同事業パートナーの技術提案書の提出 登録表明書提出時 

４）共同事業パートナーの公表 令和 3年 1月中旬 

 

８．募集要項等に関する問合せ先 

担当部署：上峰町 まち・ひと・しごと創生室 

住  所：〒849-0123佐賀県三養基郡上峰町大字坊所383番地1 

電話番号：0952-52-2182（直通） 

Ｅメール：sousei＠town.kamimine.lg.jp 

 

９．その他 

遠方の方など持参が難しい場合については、ご相談ください。 

 

 

Ⅵ 法人設立（共同事業パートナーから民間事業パートナーに転換する際の参考） 

(1) 設立要件 

具体的な合同会社の設立要件は、下記のとおりとし、民間事業パートナーの出

資は、基本出資額を 30万以上とする。なお、選考した民間事業パートナーと協議

により、双方が合意した場合は合同会社以外の法人設立も可能とする。また、上

峰町及び民間事業パートナーは、新たに設立する法人に人材を出向もしくは派遣

させるものとする。出向もしくは派遣させる人数等の詳細は、設立時に本町と民

間事業パートナーにて協議により決定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 法人設立期間 

ＬＡＢＶ方式による合同会社の設立期間は、定款により定めるものとするが、

事業開始から 20年間は解散できないものとする。ただし、本町と民間事業パート

ナー双方の合意を得た場合には、この限りではないものとする。 

要件 上峰町 民間事業パートナー 

出資 不動産（土地等）の現物出資 現金出資 

統治 50％ 50％ 

基本規定 定款 

最高意思決定機関 社員総会 
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民間事業パートナーは、法人設立期間において、本町と民間事業パートナーと

の協議により、法人への新たな民間事業パートナーの追加及び法人からの脱退が

できるものとする。 

 

(3) 配当 

本町及び民間事業パートナーは、毎年の合同会社の決算時に出資割合に応じた

配当を受け取ることができる。この場合の土地を出資した本町は、50％とする。

なお、配当の算出方法は、定款作成時に本町と民間事業パートナーとの双方の協

議により決定するものとする。 

 

(4) 事業推進スケジュール（予定） 

ＬＡＢＶ方式により設立された合同会社は、開発を次のスケジュールを基に実

施するものとする。 

 

項目 日程 

(ア）ＬＡＢＶ方式による法人設立 令和 2年 12 月 

(イ）開発計画の策定開始 令和 3年 1月 

(ウ）開発工事 令和 3年 6月ごろ開始 

(エ）開発地の部分オープン 合同会社内の協議による 

(オ）開発地の全オープン 合同会社内の協議による 

※具体的なスケジュールは合同会社内における協議により進捗するが、可能な限り早

期オープンを目指すものとする。ただし、新型コロナウィルスにより、影響を受け

る場合もあり得る。 

 


